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Ⅰ　はじめに
わが国の国際私法の一般法である法の適用に関する通則法（以下，「通
則法」という。）は，物権の準拠法につきその13条において，動産と不動
産とで同じ規範を用いる同則主義と目的物の所在地を連結点とする目的物
所在地法主義を採用している。しかし，この目的物所在地法主義が動産に
ついてときに妥当しえないことは，従来から指摘のなされてきたところで
ある（ 1 ）。その妥当しえない代表例が，船舶や航空機のような輸送手段で
ある（ 2 ）。なぜなら，船舶や航空機は移動することを本質とするため，当
該輸送手段の所在地が事案と密接に関係するとは限らず，また，所在地が
公海上や公海上空となった場合に所在地法が存在しないといった不都合が
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生じるからである。では，この問題に対して何らかの手立てが講じられて
いるかというと，明治31年の法例制定時には船舶について特別法に委ねる
ことが想定されていたにもかかわらず特別法が立法されることはなく（ 3 ），
平成18年の法例から通則法への全面改正時にも十分な議論の蓄積がないこ
となどを理由に船舶や航空機，移動中の動産などについて特段の規定を設
けることが見送られた（ 4 ）。すなわち，立法による手当が見送られたため，
この問題は依然として解釈に委ねられているのが現状である（ 5 ）。
このような状況と最高裁判例が存在しないことが相俟ってとりわけわが
国で議論がなされているのが，船舶先取特権の準拠法である。この船舶先
取特権の準拠法については，上述の輸送手段に対する目的物所在地法主義
の妥当性にくわえ，担保物権を他の物権とは別異に扱うのかという問題の
側面も有している。すなわち，担保物権は債権を担保するために存在する
ため，この点を考慮する必要があるか否かが，法定担保物権を題材にわが
国の国際私法上議論されている（ 6 ）。したがって，船舶先取特権の準拠法
の問題を考えるにあたっては，上記 2 つの側面を考慮しなければならない。
そして，この 2 つの側面を有しているということが，船舶先取特権の準拠
法につき多くの見解を生じさせる要因となっている。
では，上記 2 つの側面は，具体的にどのような形で議論として表れてい
るのであろうか。前者の，目的物所在地法主義の妥当性については，たと
えば旗国を連結点として用いるなど連結点の設定という局面において主に
論じられ，後者の，法定担保物権の準拠法という側面については，法定担
保物権である船舶先取特権を被担保債権の効力の 1 つと考え，被担保債権
の準拠法を考慮してその累積適用を要するか否かという問題として議論さ
れている。くわえて，議論の中心は上の 2 局面にあるものの，その前段
階として，船舶先取特権の準拠法の問題をあくまで通則法13条の中で解決
するのか，規定の欠缺を認めて条理によるのか，またはそれら以外の方法
によるのかという法律関係の性質決定の議論も存在している。したがって，
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
3
この 3 つの各局面においてどのような立場を採るかにより，多くの見解が
存在し，また存在しうるのである（ 7 ）。そして，これは学説に限った話で
はなく，裁判例も多様な判断を示している（ 8 ）。
このように，収束する気配がみられない問題であるが，近年，船舶先取
特権の成否にかかる準拠法について，通則法13条 2 項の問題と法性決定
し，同項の連結点である原因事実完成時の目的物所在地を被担保債権発生
時の船舶の現実所在地と解したうえで，被担保債権発生時の船舶の現実所
在地法と被担保債権の準拠法を累積適用する裁判例が立て続けに公刊され
た（ 9 ）。これらはいずれも船舶燃料油の代金債権を被担保債権とする船舶
先取特権の事案であり，具体的には，被担保債権発生時の船舶の所在地法
である補油港の所属する国の法と，被担保債権の準拠法である燃料油供給
契約の準拠法を累積適用して，船舶先取特権の成否について判断している。
この動きとは対照的に，学説では，累積適用すべきという考えがかつては
通説であったものの，近時は累積適用を否定する見解が有力となってきて
いる（10）。このように，船舶先取特権の準拠法をめぐる議論は，近年にわ
かに動き出しているように思われる。
そして，この議論において，比較法アプローチによる見解はそう多くは
見受けられない（11）。そこで，本稿は，未だわが国において具体的に紹介が
なされていないフランスにおける船舶先取特権の準拠法に関する判例法理
を検討し，上述のものを含めた近年におけるわが国の裁判例を分析するも
のである。わが国と同じ大陸法系では，1999年の民法施行法（EGBGB）
の改正により，ドイツにおいてはすでに立法による手当がなされている（12）。
他方，フランスはわが国と同様，船舶先取特権の準拠法について明示する
規定がなく，判例法理による解決がなされている。明治31年に制定された
法例はドイツ法を範としたものであったが（13），船舶先取特権制度はフラン
ス法に由来する（14）。もちろん抵触法と実質法とは存在する平面が異なる
のであるが，抵触法および実質法の両面において日本法と少なからぬ共通
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点を有するフランス法との比較を行うことにより，わが国の議論に何らか
の示唆を得ることができるのではないかと考えている。
Ⅱ　フランスとわが国の法制度の異同
（ 1）抵触法上の異同
フランスの判例をみるにあたり，まずは船舶先取特権の準拠法の議論に
関係するフランスとわが国の法制度の違いに留意しておかなければならな
い。
フランスの国際私法はわが国と異なり，通則法のような国際私法典は存
在しない。また，契約債務についてのローマⅠ規則（Règlement （CE） n° 
593/2008 du Parlement européen et du Conseil du 17 juin 2008 sur la loi 
applicable aux obligations contractuelles （Rome I））（15），非契約債務につい
てのローマⅡ規則（Règlement （CE） n° 864/2007 du Parlement européen 
et du Conseil du 11 juillet 2007 sur la loi applicable aux obligations non 
contractuelles （Rome II））（16）といったEU共通法である抵触規則や条約を
除けば，成文規定が民法典（Code civil）をはじめ各法律の各所に散在し
ている（17）。他方で，わが国の国際私法において判例や条理が重要な役割
を担っているのと同様，フランスにおいても判例（jurisprudence）や学説
（doctrine）が法源（sources）として扱われている（18）。また，前述のように，
船舶先取特権の準拠法について明示する成文規定が存在しない点で，わが
国とフランスは共通している。
次に，準拠法特定の過程における法律関係の性質決定について，これは
すなわち渉外的法律関係を国際私法上どのような問題として捉えるかとい
うことであるが，その方法については従来から議論のあるところである（19）。
本稿の主題から外れるためこの議論には立ち入らないが，フランスでは，
法廷地の実質法に基づいて法律関係の性質決定を行う法廷地実質法説が採
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用されている（20）。他方，わが国では，特定国の実質法によらず国際私法
独自に法律関係の性質決定を行うべきとする国際私法独自説が通説である。
具体的には，抵触規則の趣旨・目的にしたがってその事項的範囲を確定
するという考え方が支持されている（21）。しかし，この考え方に対しては，
裁判実務では法廷地実質法上の概念に押し流されかねないとの指摘がなさ
れ（22），また，国際私法独自説の立場に立ちつつも現実的に法廷地実質法
を基準に取り込むべきとの主張もなされている（23）。実際，わが国の判例
はその立場が必ずしも明らかではないが，その基準が法廷地実質法の理解
に従う傾向があるとの指摘もあり（24），法廷地実質法説を採用する裁判例
もある（25）。したがって，フランスとわが国とで法律関係の性質決定の仕
方にどれほどの違いがあるかは疑問である。しかし，上述のわが国で支持
されている方法については，法廷地国際私法の固有の事情に左右された判
断になる可能性があるとの指摘もあり（26），船舶先取特権の準拠法に関し
ていえば，わが国では国際私法独自に判断できる反面で通則法13条の存在
に，フランスでは実質法上先取特権が物的担保（sûreté réelle）や従属的
物権（droit réel accessoire）であることにとらわれることになるであろう。
（ 2）実質法上の異同
1）日本法における船舶先取特権
たとえば，法律関係の性質決定についてフランス法が法廷地実質法を基
準とする立場を採用し，わが国における法律関係の性質決定においてもわ
が国の実質法が影響を与えているように，船舶先取特権の準拠法の特定に
おいて，船舶先取特権が実質法上どのようなものであるかは無視しえない。
したがって，実質法上の船舶先取特権についても理解をしておく必要があ
る。
まず，日本法からみると，わが国の商法海商編は主にドイツ法を範とし
ており（27），ドイツ法と同様に「船舶債権者（Schiffsgläubiger）」という章
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を設けて，船舶先取特権についての規定を置いている。しかし，ドイツ法
では先取特権ではなく船舶債権者に法定質権を与えるという制度になって
おり（28），わが国とは異なっている。わが国の船舶先取特権の制度は，民
法が先取特権制度を採っていることに平仄を合せる形で法定質権ではなく
先取特権を採用し（29），ドイツ法を参照しつつもフランス法にも由来を有
するものとなっている。そのため，フランスのRipert教授も，船舶先取特
権をフランス法系，英米法系，ドイツ法系に分けたうえで，日本の商法
680条－689条（昭和13年商法改正以前の当時の条文番号。現在の842条－
851条。）に規定される船舶先取特権制度をフランス法系の法制を模倣する
もの（imitation）としている（30）。なお，わずかな期間しか施行されるこ
とがなかった旧商法（明治23年法律第23号）にも現行商法の船舶先取特権
に対応する規定は存在するが，旧商法がロェスエル草案の延長線上にあり
ドイツ法色がより強いのか，現行商法842条に対応する旧商法849条 1 項は
その柱書で「船舶ハ第三者ノ占有ニ在ルトキト雖モ其附属物及ヒ未収ノ運
送賃ト共ニ左ニ掲クル債権ノ爲メ以下ノ順序ニ從ヒテ責任ヲ負フ」と定め
るだけで，「先取特権」という文言を用いていない。これについては，何
の権利について規定しているのか不明であるなどとして（31），現行商法842
条柱書では「先取特権ヲ有ス」と明示してある。他方で，民法の先取特
権制度は，施行されることがなかった旧民法以来，フランス法を継受す
るものである（32）。
以下，具体的にわが国の現行制度を概観する。日本法では，商法，国際
海上物品運送法，船舶の所有者等の責任の制限に関する法律（以下，「船
主責任制限法」という。），および船舶油濁損害賠償保障法（以下，「船舶
油賠法」という。）において，船舶に関する特定の債権を有する者に，当
該船舶およびその属具（33）ならびに未収運送賃（すなわち運送賃請求権）
を目的物とした船舶先取特権が認められる。船舶先取特権が認められるこ
れらの目的物は，いわゆる海産（海上財産）である。なお，運送賃のうち
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未収のものだけが目的物になるのは，すでに受け取った運送賃は陸産（陸
上財産）と区別できないためとされる（34）。また，国際海上物品運送法19
条 1 項に規定されている船舶先取特権は，船舶およびその属具を目的物と
するのみで未収運送賃は目的物に含まれていない。これには深い理由はな
く，未収運送賃にまで先取特権を及ぼして荷受人を厚く保護する必要はな
いためではないかと考えられている（35）。
船舶先取特権は上述のように商法や国際海上物品運送法などに規定があ
るが，これらの規定だけで完結している制度ではない。その性質は民法上
の先取特権と同じであり，その効力についても一般法である民法の規定
が補充的に適用される（36）。民法上の先取特権と船舶先取特権の主な違い
としては，船舶先取特権には追及効がある（商法846条の反対解釈）のに
対して動産を目的物とする民法上の先取特権には追及効がない（民法333
条）こと，船舶先取特権には 1 年の除斥期間（商法847条）が定められて
いることがある（37）。
船舶先取特権を生じる債権については，商法842条・国際海上物品運送
法19条 1 項・船主責任制限法95条 1 項・船舶油賠法40条 1 項に規定がある。
商法842条をみると，
1 号：競売費用および競売手続き開始後の保存費
2 号：最後の港における船舶等の保存費
3 号：航海に関し船舶に課せられる税金
4 号：水先料および曳船料
5 号：救助料および共同海損分担金
6 号：航海継続の必要によって生じた債権
7 号：船員等の雇傭債権
8 号：最後の航海のためにする船舶の艤装に関する債権等
といった債権を被担保債権として挙げている。この842条の 8 号に次ぐも
のとして，国際海上物品運送法19条 1 項では再運送契約の荷送人などが有
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する損害賠償債権に，船主責任制限法95条 1 項では制限債権者の有する制
限債権に，船舶油賠法40条 1 項ではタンカー油濁損害にかかる制限債権者
の制限債権に船舶先取特権を認めている。これらの被担保債権はそれぞれ
法定された理由が異なり， 1 号， 2 号， 4 ～ 6 号および 8 号の債権は他の
債権者に共同の利益を与えるため， 3 号は公益のため， 7 号は社会政策の
ため，船主責任制限法95条 1 項および船舶油賠法40条 1 項は責任制限によ
る不利益に対する公平のため，国際海上物品運送法19条 1 項は外航船にお
ける再運送契約の荷送人などの保護のためと説明される（38）。そして，船
舶先取特権制度自体が認められる理由としては，船舶債権者は債務者であ
る海運企業者（船主）の一般財産に対して強制執行するには通常困難な場
所的関係にあり，一方，その船舶および属具といったいわゆる海産は一般
債権者のためにも執行の目的物となっていることから，もし船舶債権者に
先取特権を認めなければ海運企業者は容易に信用を得られないことになり
航海に支障をきたすためとされる（39）。
なお，現在わが国の海商法の改正作業が行われている。具体的には，法
務省法制審議会での審議および答申を経て，第192回国会において「商法
及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律案」として改正法案が提出
されて現在審議中である（40）。したがって，現行においては上記のような
債権に船舶先取特権が生じるが，改正案についてもここで少し触れておく。
目的物は船舶およびその属具のみとなり，未収運送賃は目的物から外れる
ことになる。また，船舶先取特権を生じさせる債権は，改正案の商法842
条では以下のようになっている。
1 号：「船舶の運航に直接関連して生じた人の生命又は身体の侵害に
よる損害賠償請求権」
2 号：「救助料に係る債権又は船舶の負担に属する共同海損の分担に
基づく債権」
3 号：「国税徴収法（昭和34年法律第147号）若しくは国税徴収の例に
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
9
よって徴収することのできる請求権であって船舶の入港，港湾
の利用その他船舶の航海に関して生じたもの又は水先料若しく
は引き船料に係る債権」
4 号：「航海を継続するために必要な費用に係る債権」
5 号：「雇用契約によって生じた船長その他の船員の債権」
そして，船舶油賠法40条 1 項の規定する債権に変わりはないものの，人身
損害については商法842条 1 号にまとめられることとなるため船主責任制
限法95条 1 項の規定する債権は「物の損害に関する債権に限る」とされ，
国際海上物品運送法19条 1 項の船舶先取特権の規定は削除される内容と
なっている（41）。つまり，この法改正が実現すれば，わが国実質法上，船
舶先取特権が認められる債権の範囲は現行よりも縮減し，目的物の範囲も
狭まるということになる。
2 ）フランス法における船舶先取特権
フランスとわが国の船舶先取特権制度の大きな違いの 1 つは，フランス
が1926年の船舶先取特権抵当権統一条約（1931年発効）を批准しているこ
とである。この条約を，わが国は批准していない。なお，船舶先取特権抵
当権統一条約は，1967年のもの（未発効）と1993年のもの（2004年発効）
もあるが，日本，フランスともにいずれも批准していない。
しかし，1926年の条約を批准したことにより，以下のように，フランス
法における被担保債権の種類は現行のわが国のものよりも限定されたもの
になっている。具体的には，1926年の条約を1935年に批准したフランスは，
条約の内容に基づいた商法典の改正を1949年に行っている。その改正後の
1807年フランス商法典（Code de commerce）第191条は，その後1967年
の単行法，すなわち「船舶および他の海上建造物の地位を定める1967年 1
月 3 日の法律（Loi n° 67-5 du 3 janvier 1967 portant statut des navires et 
autres bâtiments de mer）」第31条へ移り，現在の2010年運送法典（Code 
des transports）L.5114-8条に引き継がれている。そして，以下のような債
10
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権に船舶先取特権（privilège maritime）を認めている。
1 号：船舶の売却および配当のために国へ支払うべき費用
2 号：税金，水先料，船舶が最後の港に入港して以後の管理保存費
3 号：雇傭債権
4 号：救助料，共同海損分担金
5 号：衝突またはその他の航海事故および港の構造物，船渠および航
路に対して生じた損害についての賠償請求権。旅客または船員
の身体上の傷害についての賠償請求権。積荷または手荷物の滅
失または毀損についての賠償請求権
6 号：船舶の保存または航海継続の必要のために船長が船籍港外にお
いてその法定権限に基づき締結した契約または実行した措置に
より生じた債権
他方，追及効を認めている点（42）， 1 年で船舶先取特権が消滅する点は（43），
わが国と同様である。
フランスとわが国の船舶先取特権は共通点もあるが，船舶先取特権を生
じさせる被担保債権の範囲をはじめ違いもある。しかし，前述のように，
わが国の先取特権制度の母法であるためか，その性質に違いはないようで
ある。ただし，その性質に関係して， 1 点ほど留意しておかなければなら
ない。それは，フランスにおいて，船舶先取特権の根拠として，フランス
民法典第2324条が挙げられる点である（44）。この条文は，担保物権の総則
に位置する規定であり，債権の性質（qualité de créance）が債権者に先
取特権を与えることを明示している。わが国の先取特権制度はフランス法
をもとにしているものの，自明であるためか他に意図するところがあった
のかはわからないが，わが国の民法典にそのような規定は存在しない。
3 ）船主の留置権・先取特権
船舶先取特権ではないが，後述する1997年の破毀院判決の事案にも登場
する船主の先取特権についても触れておく。フランス運送法典（1997年の
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
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破毀院判決の当時は「傭船契約および海上運送契約に関する1966年 6 月18
日の法律」）では，傭船料債権について船主に，船舶内において積荷を留
置することは許さず，積荷の第三者への供託（consigner）および積荷の
競売という形での先取特権（privilège）を認めている（45）。一方，日本では
商法上，運送賃債権等について船主に積荷の留置権が認められ（46），また，
積荷競売権も認められている（47）。この競売権については，海上先取特権
と呼ばれることもある（48）。さて，フランス法において積荷の船舶内留置
が認められない理由は，港内といえども船舶内に積荷が留まれば危険にさ
らされるためである（49）。一方，わが国では，船主の留置権を認めたうえ
でさらに積荷引渡後の競売権も認められているが，その理由は，運送人に
は留置権にくわえ民法上の運輸の先取特権も認められるものの（50），これ
らは運送品が運送人の占有下にあることを要するため，運送人が運送品の
引渡しを嫌がることから生じる社会経済上の不利益を回避するためとされ
る（51）。しかしながら，フランスとわが国における積荷に対する船舶内留
置の可否の違いは，船舶が旗国を有していること，積荷を船舶内へ留置し
たまま他の法域へ移動することも考えうることから，国際私法上影響を及
ぼしうるのではないかという点は検討が必要である。
また，わが国において留置権は民法典上，物権編に規定され，法定担保
物権とされている。しかし，フランスにおいては，わが国と異なり留置権
（droit de rétention）は民法典に体系的に規定されておらず，留置権が物
権か否かについても議論があるようである（52）。したがって，運送品の留
置の準拠法が問題となる場合，この両者の実質法の違いが抵触規則の構築
にも影響を及ぼす可能性はあるであろう（53）。
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Ⅲ　フランスにおける判例法理の確立
（ 1）裁判例の変遷
船舶先取特権の準拠法については，判例に基づいた抵触規則が存在す
る。具体的には，1997年の破毀院判決（54）により判例法理が確立されてい
る。とはいえ，この1997年破毀院判決が登場するまでの間，抵触規則が一
貫していたわけではなく，裁判例にも変遷がみられる。
当初は，旗国法によると判断した裁判例もみられた（55）。しかし，その
後，1960年代の世界的な便宜置籍船の増加と時期を合わせるように，法
廷地法や船舶が差し押さえられた地の法を準拠法とする裁判例が続いた。
たとえば，レンヌ控訴院1962年 2 月 6 日判決（56）は，米国船籍の石油タン
カー Wang-Importer号がフランスの港で差し押さえられ，売却された際，
フランス，米国，エジプトの債権者に対し，船舶先取特権および船舶抵
当権の順位について，旗国法の適用との迷いを見せながらも公序（ordre 
public）を理由に差押時の目的物の所在地法すなわち法廷地法を適用し
た。その後，エクス・アン・プロヴァンス控訴院1982年 1 月 6 日判決（57）
においても，これはマーシャル船籍のOberhaussen号がフランスにおいて
差し押さえられ，売却された事案であるが，船舶先取特権の順位および消
滅につきフランス法が適用され，具体的には，「船舶および他の海上建造
物の地位を定める1967年 1 月 3 日の法律」に基づき判断が示された。ほか
に，エクス・アン・プロヴァンス控訴院1983年12月 3 日判決（58）において
も，これはマーシャル船籍のNamrata号がフランスにおいて保全差押され
た事案であるが，船舶先取特権の存否および順位についてフランス法が適
用され，具体的には同じく1967年法に基づいて判断が示された。また，船
主の先取特権の事案であるが，レンヌ控訴院1989年10月24日判決（59）にお
いても，荷を積んでいたAdriana号はイタリア船籍であり，傭船契約の準
拠法は英国法であったが，目的物の所在地法であるフランス法が適用され，
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
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前述の「傭船契約および海上運送契約に関する1966年 6 月18日の法律」に
基づいて判断が示された。そして，上記1997年破毀院判決が登場した。
（ 2）1997年破毀院判決
1）事案の概要
本稿に関係する事案の概要は，以下のようなものである。1994年 4 月29
日付の定期傭船契約により，Société Van Dyck shipping corporation（以下，
「Van Dyck社」という。）は，Compagnie sénégalaise de navigation maritime
（以下，「Cosenam社」という。）に対してリベリア船籍のNobility号を定期
傭船した。その定期傭船契約では，準拠法として英国法が選択されており，
当事者間の紛争解決のため，ロンドンでの仲裁手続が予定されていた。
1994年12月23日，Cosenam社の債権者になっていたSociété Cameroon 
shipping lines（以下，「Camship社」という。）は，Nobility号のドゥアラ（60）
寄港の際に，当該船舶の保全差押を得た。その措置の和解による解除に達
するため，Cosenam社は，Camship社とNobility号のスロットチャーター（61）
の合意を成立させ，また，Société Hiba NV（以下，「Hiba社」という。）を
含む欧州のいくつかの買主を荷受人とするドゥアラで積む丸太材の積荷に
ついてCosenam社が受け取るべき運送賃の譲渡をCamship社に対して行っ
た。そして，積荷のさまざまな所有者に対するCamship社による運送賃の
回収を認めるため，材木のセットの全量に関する船荷証券が，Camship社
の頭書で発行された。
Nobility号がダンケルク（62）へ寄港した際，Van Dyck社は，Cosenam社
から支払われるべき傭船料の未払いを主張して，当該港において積荷に対
して船主の先取特権を実行した。そのため，Van Dyck社は，積荷を第三
者の手に一部供託し，そして，後に控訴されたところの，ダンケルク商事
裁判所裁判長の命令に従ってこれらを売却し，その売却代金を受け取るこ
とが認められた。
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様々な訴訟手続を併合後，ドゥエー控訴院は付託された全部の決定
を維持し，そこへ，残りの21の丸太材の供託も加えた（63）。それに対し，
Camship社とHiba社が上告した。
2 ）判旨
破毀院は，特に理由を示さず，差押時の目的物所在地法（つまりは法廷
地法）であるフランス法と原因関係の準拠法（つまりは被担保債権の準拠
法）である英国法を累積適用して，船主であるVan Dyck社の，Nobility号
の積荷に対する先取特権の存否を判断した。具体的には，目的物である丸
太材への先取特権はフランスのダンケルク港にNobility号が寄港した際に行
使されたため，当該丸太材の所在地法であるフランス法によれば，「傭船
契約および海上運送契約に関する1966年 6 月18日の法律」第 2 条（64）と「傭
船契約および海上運送契約に関する1966年12月31日のデクレ」第 3 条（65）に
より，船主であるVan Dyck社について積荷に対する先取特権が認められ
る。しかし，傭船料債権を生じさせるVan Dyck社とCosenam社の間の定期
傭船契約において当事者により指定された準拠法，すなわち被担保債権の
準拠法である英国法においては，第三者である船荷証券所持人の利益に反
してまで船主に対して積荷へのどのような権利も認められない。したがっ
て，この英国法の適用を考慮しなかった控訴院の判断は法に反すると判示
して，ルーアン控訴院へ破毀移送した（66）。
なお，破毀院は，契約上の債務へ適用される法については，「契約債務
の準拠法に関する1980年 6 月19日のローマ条約」第 3 条第 1 号と第10条に
基づき判断している（67）。
3 ）調査官解説
この判決については，Rémery調査官による調査官解説がついている（68）。
この調査官解説のうち，準拠法特定に関する部分の要旨を示すと以下のよ
うなものである。一般的には担保権について，また個別的には動産に対す
る先取特権について，準拠法をいかに特定するかは非常に難しい問題であ
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
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る。しかし，目的物所在地法と被担保債権の準拠法という 2 つの法を累
積適用する以外の組み合わせは採用できない。たとえば輸送貨物のよう
に，一時的にフランスに所在した財物であったとしても，全く未知の担保
権の存在を，現在の目的物の所在地法または差押地法としてのフランス法
から認めることはできない。他方で，フランス法だけを適用すればよいの
か，担保される債権の準拠法を完全に排除することを許容できるのかとい
う問題も生じる。契約債権をどのように担保すべきかについて，担保の目
的物の所在地法だけで被担保債権の準拠法がつくり出す未知のものである
効果を得ることができるのか，また，債権の準拠法であることを理由にこ
れを排除することはできるのか疑問である。被担保債権の準拠法は，物権
法の領域を制限する役割を有し，本件の場合，傭船料債権は，傭船契約か
ら生じる。したがって，傭船契約を支配する法は考慮されなければならな
い。もっとも，被担保債権の準拠法を考慮せず，差押地法であるフランス
法だけを適用することは，法廷地漁り（forum shopping）を助長する。な
ぜなら，船舶が単に偶然にフランスへ寄港した際，ただそのことにより適
用されることになるフランス法の恩恵によって，船主が，他に適用される
資格があるどんな法も，とりわけ船主自身が選択した傭船契約を支配する
法も与えない先取特権を得ることができるのは，船主にとって好都合だか
らである。以上のように，目的物所在地法あるいは差押地法としてのフラ
ンス法のみを準拠法とすることの不都合と，被担保債権の準拠法の役割や
これを排除する理由がないことを挙げて，調査官解説は累積適用の必要性
を説明している。
なお，この破毀院判決には評釈もあり，まずRémond-Gouilloud教授は，
船主の先取特権が発生する源が法律と傭船契約にあることから，被担保債
権の準拠法への連結は十分（suffisant）ではなく，必要（necessaire）だ
とする（69）。また，Bonassies教授は，Rémery調査官がすでに指摘してい
るとしたうえで，被担保債権の準拠法が考慮されなければ法廷地漁りの不
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都合が生じることを同様に指摘する（70）。
（ 3）破毀院判決後の動向
本判決は，船舶に関わりがあるものの，船舶を目的物とした船舶先取特
権の事案ではなく，船舶の積荷を目的物とする船主の先取特権の事案であ
る。この1997年破毀院判決の法理がなぜ船舶先取特権の事案へも適用が
あるかというと，この法理が船主の先取特権に限らず，先取特権の事案一
般に適用があると考えられているからである（71）。実際，1997年破毀院判
決と同様の法理が，その後の船舶先取特権の事案においても適用されてい
る。2010年 9 月14日のラ・ロシェル大審裁判所判決（72）は，マーシャル船
籍のOMG Gathina号の競売事件に関するものであるが，船舶燃料供給業
者の有する船舶先取特権や銀行の有する船舶抵当権などが競合した事案に
基づくものである。裁判所は，担保権の設定と有効性（la constitution et 
la validité de la sûreté）は被担保債権の準拠法（la loi du contrat ayant 
donné naissance à la creance）に支配され，先取特権および抵当権の実行
条件と配当順位（les conditions d’exécution et d’ordre des provilèges et 
hypothèques）には差押地法（la loi du lieu de saisie）が適用されるとし
たうえで，トルコのイスタンブール海事裁判所がすでに認めたトルコの船
舶燃料供給業者の債権とその債権に基づく船舶先取特権について，その先
取特権の有効性をトルコ商法に基づいて判断し，船舶先取特権と船舶抵
当権の優先劣後をフランス法である「船舶および他の海上建造物の地位
に関する1967年 1 月 3 日の法律」に基づいて判断した。この判決について，
Delebecque教授は，1997年破毀院判決とは同趣旨であり，新しい解決法
ではないとする（73）。しかし，1997年破毀院判決は，先取特権の存否につ
いて，差押時の目的物所在地法たるフランス法と被担保債権の準拠法たる
英国法の双方を適用して判断することを要するとしたのに対し，本判決
は先取特権の有効性には被担保債権の準拠法を，先取特権の順位について
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
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は差押地法を適用していることから，両判決が抵触しないまでも同じ解決
法といえるかは疑わしい。しかし，被担保債権の準拠法を考慮する点では，
97年判決の流れに沿っているといえる。
また，被担保債権の準拠法を累積適用する場合，複数の被担保債権が存
在し，それら各々の被担保債権の準拠法が異なれば，準拠法を異にする先
取特権を複数生じるため，それら相互間の順位をどのように判断するのか
という問題が生じる。1997年破毀院判決は，先取特権の順位の準拠法につ
いてまでは判断を示していないが，この点につき，海事の事案ではないけ
れども，法廷地法によるとする2013年の破毀院判決が存在する（74）。
1997年破毀院判決は，被担保債権の準拠法の相手方として差押時の目的
物所在地法（法廷地法）を採用しているため，積荷に対する先取特権と船
舶先取特権を同様の方法によって処理できる。すなわち，船舶先取特権を
特別扱いしない，先取特権一般に適用可能な法理が構築されている。な
お，フランスはわが国と同様，動産と不動産に関わらず目的物所在地法を
準拠法とする同則主義を採用している。つまり，フランス民法典第3条第
2項は明文上不動産についてしか規定をしていないが（75），解釈により動産
にも目的物所在地法が適用されると解されている（76）。本件は累積適用を
しているが，調査官解説にもあるようにまずは物法である目的物所在地法
があり，その上で被担保債権の準拠法を制限的に適用している。したがっ
て，1997年破毀院判決は，あくまで物権の問題と捉えたうえでの論理展開
といえるだろう。
Ⅳ　わが国における近時の裁判例の分析
（ 1）裁判例の動向
これまで，船舶先取特権の準拠法について判断を示したわが国の裁判例
はいくつか存在する。時間を下りながらみてみると，以下のようになって
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いる。
まず，船舶の修繕費用等に充てるための貸金債権（当事者は商法842条
6 号所定の債権と主張）が被担保債権として問題となった①神戸地裁昭和
34年 9 月 2 日決定（77）がある。同決定は，何ら理由を述べることなく，船
舶先取特権の成否にかかる準拠法を旗国法としている。続いて，船舶燃料
油の代金債権が被担保債権となった事案についての②山口地裁柳井支部昭
和42年 6 月26日判決（78）は，常に移動し短時間のうちに 1 つの法域から他
の法域に移るという船舶の特質から船舶には法例10条の適用はなく，条理
によるとしたうえで，抵当権との優先劣後も含め船舶上の担保物権の準拠
法につき，所在地法，法廷地法，旗国法の 3 つを比較し，債権発生当時に
確定的に取得された担保物権が法廷地いかんにかかわらず変更されること
がなく既得権尊重の国際私法の原則に適うこと，および担保物権関係を統
一的に決定でき法律関係の明確化を期することができることを理由に旗国
法を採用している。次に，海難救助料債権が被担保債権として問題となっ
た③広島地裁呉支部昭和45年 4 月27日判決（79）は，特に理由を述べること
なく，ただ法例10条に基づいて，船舶先取特権の成立および効力の準拠法
を旗国法としている。
その後，裁判例の傾向に変化がみられ，船舶燃料油の代金債権が被担保
債権となった事案についての④秋田地裁昭和46年 1 月23日決定（80）は，先
取特権が債権担保のために法律によって認められたものであることを理由
に船舶先取特権の成否につき被担保債権の準拠法と物権の準拠法の累積適
用が必要であると述べたうえで，船舶に関する物権については特に理由を
述べることなく旗国法によるべきとしている。そして，船舶先取特権の効
力についても，特に理由を述べることなく旗国法を準拠法としている。な
お，本決定は，法例10条によったか条理によったかは述べておらず，船籍
変更後の船舶先取特権の効力については新旗国法によるべきとする。続い
て，水先料債権や曳船料債権などが被担保債権となった事案についての⑤
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
19
東京地裁昭和51年 1 月29日判決（81）は，船舶先取特権が一定の債権を担保
するために法律により特に認められた権利であり，いわば被担保債権の効
力として認められる権利といいうるものであることを理由に，船舶先取特
権の成立と存続の準拠法について，物権の準拠法と被担保債権の準拠法を
累積適用する。そして，船舶が，法制の異なる地域間を絶えず移動し，ま
た船籍を有するという特性を持つことから，ここにいう物権の準拠法とは
旗国法をいうとしている。なお，法例10条によるのか条理によるのかは述
べられていない。また，船籍の変更があった場合は，法的安定性および既
得権の保護を理由に，船舶先取特権の成立と存続につき旧旗国法を準拠法
とするのが相当としている。次に，⑥高松高裁昭和60年 4 月30日決定（82）
は，船舶燃料油の代金債権を被担保債権とする事案において，船舶先取特
権が一定の債権を担保するために法律により特に定められた権利であるこ
とを理由に，船舶先取特権の成立にかかる準拠法は被担保債権の準拠法と
物権の準拠法の累積適用とする。そして，物権の準拠法は，法例10条を理
由に旗国法とする。また，船舶先取特権の効力，内容については，専ら物
権の準拠法によるとして旗国法を準拠法としている。なお，法例10条の解
釈として旗国法を導き出す論理については述べられていない。続いて，⑦
広島高裁昭和62年 3 月 9 日決定（83）は，詳細は不明であるが航海継続の必
要により生じた債務に対する債権を被担保債権とする事案において，船舶
先取特権の成立については，船舶先取特権が一定の債権を担保するため
に法律により特に認められた権利であって，被担保債権の法律効果である
ことを理由に，被担保債権の準拠法と物権の準拠法の累積適用を要すると
する。そして，理由は特に述べられていないが，物権の目的物が船舶の場
合，物権の準拠法である目的物所在地法は旗国法であると述べている。ま
た，一旦成立した船舶先取特権の内容・効力・権利相互間の順位について
は，専ら物権の準拠法である旗国法により決せられるとする。なお，物権
の準拠法については，「法例10条参照」という表現を用いている。
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それから，裁判例の傾向にはまた変化がみられ，船舶の沈没による積荷
の滅失に関わる責任制限債権が被担保債権となった事案についての⑧東京
地裁平成 3 年 8 月19日決定（84）は，事件が日本の裁判所に提起されている
という以外に特に理由を述べることなく，船舶先取特権の成立について法
廷地法を準拠法としている。また，物上代位についても日本法を適用して
いる。なお，法例10条や条理についての言及はなされていない。続く⑨東
京地裁平成 4 年12月15日決定（85）は，衝突債権および油濁損害賠償債権を
被担保債権とする事案において，船舶先取特権の成立の準拠法については
明文規定がないとしたうえで，第一に，船舶先取特権の成立の準拠法につ
いては法廷地法とする国が最も多く，世界の海運をリードする英米両国で
は法廷地法によるものとされていること，第二に，わが国の船舶先取特権
に関する法規は国際条約を実施するために定められたものであり，準拠法
を法廷地法である日本法としても，それは世界の標準規定によることに変
わりはなく，利害関係人，特に船舶所有者および船舶抵当権者の予測を超
えないこと，第三に，旗国法によるとすると，船籍が 2 か国にまたがる場
合などにいずれの国の法律を適用するか困難な問題を引き起こすこと，第
四に，旗国法は調査に時間がかかり，迅速な処理を要する船舶先取特権の
実行に困難な事態を生じさせ，権利の実現を阻害することを理由に挙げて，
法廷地法を準拠法としている。また，船舶先取特権が民事執行の手続によ
り実現されることや他の権利との優劣が法廷地の公序に関わる問題である
ことから，船舶先取特権の効力の準拠法を法廷地法とするのが一般的な見
解であって世界の大勢でもあり，さらに，船舶先取特権の成立と効力の準
拠法が異なるとさまざまな困難な問題を引き起こすため両者は一致させる
ことが望ましいとして，船舶先取特権の効力についても法廷地法を準拠法
としている。
そして，近年また傾向が変わり，本稿で検討対象とする⑩福岡地裁小倉
支部平成20年 7 月18日決定（86），⑪福岡地裁平成20年 9 月 8 日決定（87），⑫
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水戸地裁平成26年 3 月20日判決（88），⑬福岡地裁小倉支部平成27年12月 4
日決定（89），⑭神戸地裁平成28年 1 月21日決定（90）が登場する（91）。これらは，
裁判例⑫水戸地裁判決を除き，判例評釈がほぼなく（92），議論の俎上にま
だそれほど登場してきていない。そこで，すでに複数の判例評釈が存在す
る裁判例⑫水戸地裁判決の詳細な検討は行わず（93），残りの 4 つの裁判例
について次節で詳細を取り上げる。
なお，ほかにも，船舶先取特権の準拠法の事例ではないが，船主の積荷
に対する留置権成立の準拠法につき，法例10条に基づいて目的物である積
荷の所在地法を準拠法とした戦前の大審院昭和11年 9 月15日判決（94）がある。
（ 2）福岡地裁小倉支部平成20年 7 月18日決定
1）事案および決定要旨
本件の事案は，香港法人である定期傭船者Ａの依頼に基づき青島港およ
び釜山港において船舶（以下，「本船」という。）に燃料油供給を行った同
じく香港法人である船舶燃料油の供給業者Ｙが，本船の門司港寄港の際，
Ａの燃料油代金不払いを理由に燃料油代金債権に基づく船舶先取特権の行
使として本船の競売申立て等を行い，本船の競売開始決定を得たため，中
国法人である本船船主Ｘが異議を申し立てたというものである。なお，上
記の燃料油供給契約の準拠法は香港法である。
これに対し，本決定は，船舶先取特権が船舶に関する特定の債権を保護
するために認められたものであって，船舶に対する一定のサービス提供な
どにより生じる債権について認められること，および当該サービス提供者
の期待の保護を理由に，船舶先取特権成立の準拠法について，原則として
船舶が現実に当該サービスの提供を受けた場所の法，すなわち当該サービ
ス提供時の船舶の現実所在地法を準拠法とすべきとした。一方，例外とし
て，当該サービスが公海上で行われる場合や船舶の所在地あるいはサービ
スの供給地が安定性を有しない偶然の地である場合など所在地法によるこ
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とが妥当性を欠くときには，被担保債権の準拠法によるべきとした。その
うえで，本件では，サービス提供地が中国あるいは韓国であるが，サービ
スを提供する契約は香港法人同士の間で締結され，被担保債権の準拠法も
香港法であるため，例外にあたる場合として，被担保債権の準拠法である
香港法が船舶先取特権の成否を判断する準拠法であるとした。
くわえて，本決定は，理由は特に述べていないものの，原則であるサー
ビス提供時の船舶の現実所在地法で成立した船舶先取特権の効力について
は，船舶が移動した先の新所在地法による旨も判示している。
なお，本決定は，旗国法を準拠法とすることについて，サービス提供者
が各船籍国の法制の調査を強いられることになり不当であるとしてこれを
否定し，法廷地法の採用についても，船舶先取特権が認められていない国
でサービス提供を行った者がその後船舶の移動により船舶が船舶先取特権
を認める国に寄港した際には船舶先取特権を行使しうるというのでは当事
者の期待や予測に反し，法的安定性を欠くとして否定している。
2 ）分　析
まず，本決定は，燃料油の供給サービス時（平成18年）は通則法の施行
前であり，船舶の差押時（平成19年）は通則法の施行後となるためか，特
に法例にも通則法にも言及しておらず，法例もしくは通則法によるものな
のか，または条理によるものなのかは明らかではない。
そして，本決定は，船舶先取特権の成立について原則としてサービス提
供時の船舶の所在地法を準拠法とする点で，目的物所在地法主義を採るも
のといえる。しかし，理由や理論構成は明らかではないが，目的物所在地
法主義が妥当しない例外的な場合についてとはいえ，被担保債権の準拠法
のみを船舶先取特権成立の準拠法として認めたのは，公刊されている裁判
例の中では本決定が初めてであり，かつ，本決定のみである。学説におい
ても被担保債権の準拠法のみを船舶先取特権成立の準拠法とする見解は少
数であるため（95），貴重な裁判例であるといえる。なお，船舶先取特権の
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効力の準拠法について，本決定は船舶の移動先の所在地法による旨を判示
しているが，決定の中で「法廷地である我国でも，その効力を認めること
はできない」と述べる部分があるため，船舶の移動先の所在地法とは差押
時の船舶の所在地法を指すものと思われる。
本決定は，上述のとおり，法例もしくは通則法によるのか，または条理
によるのかは明らかではないが，船舶先取特権の成否についてはサービス
提供時の船舶の所在地法を原則として準拠法とし，船舶先取特権の効力に
ついては船舶の移動先の所在地法を準拠法とすることから，前者について
は連結点を原因事実完成時の目的物所在地に固定し不変更主義を採用する
通則法13条 2 項に，後者については目的物移動後の現在の目的物所在地を
連結点とする通則法13条 1 項に沿うものではあるといえる（96）。
（ 3）福岡地裁平成20年 9 月 8 日決定
1）事案および決定要旨
本決定における事実の流れは以下のようなものである。中国船籍の船舶
（以下，「本船」という。）の前船主であるＡから本船の定期傭船を受けた
Ｂは船舶燃料油の供給業者であるＹとの間で燃料油供給契約を締結し，当
該契約に基づきＹは釜山港において本船に対して燃料油の供給を行った。
なお，この燃料油供給契約の準拠法は香港法である。その後，ＸはＡか
ら本船の譲渡を受け（譲渡後も中国船籍のまま。），AB間の定期傭船契約
とほぼ同一内容にてBとの間で改めて定期傭船契約を締結した。ところが，
Ｙが上記燃料油供給契約に基づく燃料油代金債権を被担保債権とする船舶
先取特権に基づいて本船にかかる船舶国籍証書等引渡命令を取得し，博多
港において同命令に基づいて関係書類を取り上げ，さらに本船の競売開始
決定を得たため，ＸがＹに対し，この競売開始決定の取消しを求めた。
これに対して，本決定は，まず，わが国で外国船舶を差し押える場合，
船舶の差押え，換価，配当等の執行手続はわが国の民事執行法に基づいて
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行われるため，差押債権者の競売権の有無，目的物の範囲，優先弁済権の
順位・範囲，競落の効力などの執行手続に関しては，その実効性の面から
みても，差押実行地である法廷地法を無視できないとした。そのうえで，
船舶先取特権の発生・効力に関する準拠法について，通則法には明文の規
定がなく，同法13条 1 項にいう「所在地法」とは，船舶の場合，一般に旗
国法を指すと解されているが，わが国の船舶先取特権は，登記や登録等の
対抗要件なしに追及効を有し，かつ，その効力も登記された船舶抵当権や
民法上の一般先取特権，動産先取特権等のそれより優先するとされている
ことに照らすと，準拠法決定に関して同項をそのまま適用することは相当
でないため，条理に従って解釈により合理的に補充，決定せざるをえない
とした。そして，船舶先取特権の成立や効力が問題となるのは，通常，船
舶が差し押さえられ，競売に付される場合であって，その際の債権者の競
売権の有無，目的物の範囲，優先弁済権の順位・範囲，競落の効力などの
執行手続に関しては，法廷地法を無視しえないから，船舶先取特権の実体
法上の準拠法についても法廷地法を考慮しないとすることは相当でないと
した。
そして，法廷地法の適用にくわえて被担保債権の準拠法や旗国法を累積
適用するか否かにつき，まず旗国法については，便宜置籍船の存在からも
明らかなように，そもそも有効にその管轄権を行使せず，また行政的，技
術的および社会的な事項について統制をくわえない国が旗国として存在す
る現状下では，船舶先取特権の内容すら十分に把握できない懸念が指摘さ
れていることに照らすと，これを船舶先取特権の準拠法として採用するの
は適当でないとした。他方，被担保債権の準拠法については，そもそも船
舶先取特権自体が特定の被担保債権のために法が認めた権利であり，いわ
ば被担保債権あっての先取特権と位置付けられる関係にあることから，船
舶先取特権の準拠法を決するにあたってはまず被担保債権の準拠法により
その成立が認められることが肝要であり，そのうえでさらに法廷地法に
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よってもそれが認められる限度で船舶先取特権の存在がわが国で肯定され
るとみるのが素直な解釈というべきであるとした。また，被担保債権の準
拠法と法廷地法の累積適用によることは，最も密接に関連する国の法によ
らしめることになるという意味で，当事者の予測に違わず，合理的と解さ
れるが，法廷地法のみを準拠法とすると，被担保債権の準拠法によって船
舶先取特権が認められないにもかかわらず，差押国のいかんによって，こ
れが許容されたり，許容されなかったりと，極めて不安定で合理性を欠く
結果を招来しかねないため，これは採用できないとした。
2 ）分　析
本決定は，通則法13条を採用しないことにより，目的物所在地法主義か
らも離れて制約がない形で最密接関係地法の探求をしている。また，法廷
地法を採用する理由として，要するに実体法と執行手続との関連・接続を
挙げており，裁判例⑨の東京地裁平成4年決定とは異なって手続面に主に
目を向けた理由となっている。手続面ばかりを重視すると準拠法はどれも
これも法廷地法となってしまい，国際私法の意義が失われてしまうが（97），
そこは，被担保債権の準拠法を主とし，法廷地法はあくまで制限的に累積
適用するという形を採ることによって回避しているのだと思われる（98）。
さらに，被担保債権の準拠法を考慮する理由について，多くの裁判例が
債権担保のためという先取特権の一般的な目的と債権の効力の 1 つという
先取特権の性質を理由として挙げるなか，先取特権の一般的な目的を挙げ
つつさらに 1 歩踏み込み，被担保債権あっての先取特権という被担保債権
と先取特権の位置関係を理由として挙げているのは，この裁判例のみであ
る。また，この位置関係を理由として挙げることにより，被担保債権の準
拠法を主とする構造を作り上げている。
なお，本決定では，被担保債権の準拠法と差押地法である法廷地法の累
積適用によることが通則法の趣旨にも沿うとの判示もされているが，どの
あたりがどのように通則法の趣旨に沿うのかは明らかではない。
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（ 4）福岡地裁小倉支部平成27年12月 4 日決定
1）事案および決定要旨
まず，船舶燃料油の売買等を業務とする日本法人の被申立人Ｙが，中国
に事務所を有する法人であるＡを代理人として香港法人である申立人Ｘと
の間で締結した船舶燃料油の売買契約に基づき，門司港および大連港にお
いて，Ｘが定期傭船するパナマ船籍の船舶（以下，「本船」という。）に燃
料油を供給したものの，その代金の支払いを受けていないとして，当該売
買代金債権を被担保債権とする船舶先取特権の実行として本船の競売開始
決定を求め，船舶競売開始決定（以下，「本件競売開始決定」という。）を
得た。これに対し，Ｘが，船舶先取特権は成立しないことなどを主張して，
本件競売開始決定の取消しを求めて異議を申し立てたのが，本件の事案で
ある。なお，ＹとＡは，代理協議書を作成し，船舶燃料業務につき，Ｙは
Ａに中国市場での開拓を委託する，ＡはＹの取引業務に協力するなどと合
意していた。そのため，本件では，燃料油の売買契約の当事者が誰かとい
う点も争点となっている。また，本件においてＹは，Ａの注文に基づき，
①平成27年 6 月10日に燃料油を売却し，同月12日に門司港で本船に供給し
て引き渡し，②同月29日に燃料油を売却し，同年 7 月 1 日に門司港で本船
に供給して引き渡し，③同日，燃料油を売却し，同月 5 日に大連港で本船
に供給して引き渡している。
これに対して，本決定は，船舶先取特権は特定の債権を担保するために
法律で特に認められた法定担保物権であって，被担保債権の属性ないしそ
の法律効果の 1 つとみるべきものといえ，被担保債権と密接に関連するも
のであること，および被担保債権の準拠法がその成立を認めない場合にま
で法定担保物権の成立を認める必要はないことを理由に，船舶先取特権は
被担保債権の準拠法によって有効に成立し，かつ，物権に関する通則法13
条により目的物の所在地法によっても有効に成立することを要するとする。
そして，通則法13条 2 項にいう「目的物の所在地法」については同項の文
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言に照らせば原因事実完成時の船舶の所在地法によるべきと解するのが素
直であること，船舶先取特権は被担保債権の回収を確保するために法律に
基づいて発生する担保物権であって，船舶が現実に運航している場所にお
いて登記や登録と無関係に成立するものであること，現実に債権が発生す
る国において船舶先取特権が認められるか否かにより船舶先取特権の成否
を判断することが取引関係者の合理的予測に合致すること，そして，特に
船舶所有者が船舶先取特権の被担保債権の原因となる契約の当事者ではな
く船舶に対して燃料油のような必需品の供給がなされた場合には，その履
行が行われた場所が最も密接な関連を有する地であることなどを理由に，
原因事実完成時の船舶の現実的所在地法を準拠法とするのが相当であると
する。これに対し，通則法13条 2 項にいう「所在地」を観念的に船舶の登
録地である旗国とすることは，同項の文言と整合しないこと，いわゆる便
宜置籍船が一般的となっている今日において，船舶の所在地が旗国にある
と擬制するのはあまりに実態とかけ離れており，当該船舶と旗国との関係
が密接とはいえないこと，また，船舶先取特権は船舶の登記や登録とは無
関係に発生するため，船舶先取特権の本来的性質とも相容れないことを理
由に，これを否定している。さらに，差押時または競売申立時の船舶の現
実所在地法を準拠法とすることについても，法廷地漁りの危険性があるこ
と，船舶先取特権の原因事実が発生した後にどこの国に寄港したかによっ
て船舶先取特権の成否が左右されることは準拠法の概念になじまないこと，
被担保債権の成立とは無関係にたまたま停泊していた国の法律が適用され
るとするのは相当でないことを理由に，これを否定している。そして，本
件における原因事実完成時の船舶の所在地法とは，門司港で燃料油の供給
を行った①および②については日本法，大連港で供給を行った③について
は中国法としている。
なお，本件における被担保債権の準拠法については，契約当事者間（燃
料油の売買契約の当事者は，ＹおよびＡと認定。）において準拠法の合意
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があるとは認められないとして，通則法 8 条 1 項・ 2 項により，燃料油の
供給という特徴的な給付を行うＹの常居所地法である日本法によるべきと
判示している。
2 ）分　析
本決定は，裁判例⑫の水戸地裁判決とほぼ同様の理由により，被担保債
権の準拠法と原因事実完成時の所在地法との累積適用を導き出している（99）。
また，原因事実完成時の船舶の所在地＝現実に債権が発生する地＝補油港
と解している点も水戸地裁判決と同様である。ただし，本決定も水戸地裁
判決も，燃料油の供給により代金債権が発生すると解する理由は明らかで
はない。
このように，本決定は，裁判例⑫の水戸地裁判決と同じ理論構成のよう
にみえるが，まったく同じというわけではない。水戸地裁判決は，物権準
拠法と被担保債権の準拠法を累積適用するのが相当としたうえで，物権準
拠法については通則法13条 2 項の明文との整合性を理由に原因事実完成時
の所在地法によるべきとしているのに対し，本決定は，船舶先取特権の成
立が被担保債権の準拠法により認められ，かつ，通則法13条により目的物
所在地法によっても認められなければならないという構成を採っている。
すなわち，水戸地裁判決は累積適用を含めて通則法13条 2 項の問題としう
るのに対し，本決定の場合は累積適用と通則法13条 2 項の解釈の問題が分
離しているのではないかという違いがある。
本決定については，第一に，現実に債権が発生する地＝補油港と解する
理由をどのように説明するのか，すなわち，被担保債権発生時をいつと考
えるのか，これを被担保債権の準拠法で判断するのか，通則法13条 2 項の
解釈の問題として被担保債権の準拠実質法とは関係なく判断するのか，仮
に燃料供給時＝被担保債権発生時であるとしても，同様に，燃料供給地
（一方の当事者の義務履行地）＝債権発生地と解する理由をどのように説
明するのかという問題が水戸地裁判決に引き続き残る。そして，第二に，
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累積適用を通則法13条 2 項の解釈の問題と切り離しているのならば，何を
法源として累積適用を可としているのかという問題が新たに生じている。
なお，本決定は，船舶先取特権の成否にかかる準拠法を判断するのみで
あり，船舶先取特権の効力に関する準拠法については判断を示していない。
（ 5）神戸地裁平成28年 1 月21日決定
1）事案および決定要旨
本件は，上記福岡地裁小倉支部平成27年12月 4 日決定と同じ当事者によ
るものであり，甲・乙の 2 つの事件により構成されている。
甲事件は，海上運送および船舶燃料油等の売買などを目的とする日本法
人Ｘが，香港に住所を置く法人である定期傭船者Ｙとの間の船舶燃料油供
給契約に基づき船舶（以下「本船」という。）に燃料油を供給したにもか
かわらずその代金の支払いを受けていないと主張して，当該売買代金債権
を被担保債権とする船舶先取特権の実行として本船の競売開始決定を得た
のに対し，Ｙがその競売開始決定の取消しを求めて執行異議を申し立てた
事案である。
乙事件は，Ｙが保証を提供して配当等の手続を除く本船の競売手続の取
消しを求めたのに対し，裁判所から本船の競売手続中，配当等の手続を除
きこれを取り消す決定がなされたことから，Ｘが，船舶所有者ではないＹ
からの保証の提供は本船の差押解放金とはいえないなどと主張してその取
消決定の取消しを求めて執行異議を申し立てた事案である。　
なお，Ｘは，上海港および大阪港において船舶燃料油を本船に供給して
引き渡し，売却しているが（上海港での供給は 2 回），それらの燃料油の
供給に関してXY間には，Ｘとの間で代理協議書を交わした中国に事務所
を有する法人Ａが介在しており，契約当事者が誰かという点も争点となっ
ている。
これに対して，本決定は，船舶先取特権の成否について，船舶先取特権
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が法定担保物権であることを理由に，通則法13条 2 項により，「その権利
の発生原因となる事実が完成した当時における目的物の所在地法」が準拠
法となるとし，また，法定担保物権が一定の債権を担保するために法律に
より特に認められる権利であり，いわば被担保債権の属性ないしその法律
効果の 1 つにほかならないことから，被担保債権の準拠法によっても当該
法定担保物権が有効に成立することが必要であるとした。そして，船舶先
取特権の発生原因事実が完成した当時の目的物所在地法とは，被担保債権
発生時の船舶の現実所在地法と解するのが相当であるとしたうえで，被担
保債権である燃料油代金債権発生時の本船の所在地法は，上海港における
燃料油の供給については中国法，大阪港における供給については日本法と
なるとしている。なお，被担保債権の準拠法については，本件では各燃料
油供給契約の買主がＹまたはＡのいずれであるとしても契約の当事者間に
おいて契約準拠法の合意がうかがえないことから，通則法 8 条 1 項・ 2 項
により，船舶燃料油の供給という特徴的な給付を行ったＹの常居所地法で
ある日本法を準拠法とした。
2 ）分　析
本決定は，船舶先取特権の成立について，被担保債権の準拠法と通則法
13条 2 項に基づく原因事実完成時の船舶の所在地法が累積適用される点で，
裁判例⑫の水戸地裁判決，裁判例⑬の福岡地裁小倉支部決定と同様である。
しかし，これらの裁判例と異なるのは，原因事実完成時＝被担保債権発生
時と解することを明確に述べ，原因事実完成時の船舶の所在地＝現実に債
権が発生する地という構成は採っていないことである。しかし，本決定が
被担保債権発生時の船舶の所在地を補油港とする理由は明らかではない。
ここで問題となるのは，やはり，上記の水戸地裁判決，福岡地裁小倉支
部決定と同様，なぜ船舶が燃料油の供給を受けた時＝被担保債権の発生
時となるかである。本決定では被担保債権の準拠法は日本法とされており，
売買契約が諾成契約である日本法では燃料油の売買契約が成立した時点で
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代金債権が発生するはずである。しかし，そこがなぜ燃料油の引渡時まで
ずれるのか，実質法とは異なり抵触法上はそう解することにするのか，い
ずれの裁判例も理論構成や理由を述べていない。しかし，わが国の実質法
上，たとえば雇傭契約に基づく具体的な賃金債権は労務の提供をするこ
とによって発生すると考えられており（100），債権の種類ごとに債権の発生
時期が異なるという議論がある（101）。その場合，先に述べたように，実質
法上船舶先取特権を発生させる債権は複数種類あるのであり，債権ごとに
原因事実完成時＝被担保債権発生時をどのように解するのか解釈が必要と
なってくる。また，公海上での衝突により生じた債権の場合，債権発生時
の所在地法が存在しないという問題も生じる。すなわち，13条 2 項の原因
事実完成時を被担保債権発生時と捉えることは，債権発生時の所在地法が
存在しない，債権の種類が異なれば被担保債権発生時の解釈も異なるとい
う問題点を抱えることになるのである。
なお，本決定は，原因事実完成時の船舶の所在地＝現実に債権が発生す
る地という構成を採っていないため，なぜ債権発生地＝燃料供給地となる
のかという問題は生じない。他方で，通則法13条 2 項の解釈と累積適用が
切り離されているようにみえるため，裁判例⑬の福岡地裁小倉支部決定と
同様，何に基づいて累積適用が可とされているのかという問題は残る。
（ 6）裁判例の傾向の変化とフランス判例法理との対比
上記のように，あくまでも公刊されている裁判例の動向ではあるが（102），
わが国の裁判例は，船舶先取特権の成立にかかる準拠法について 5 つの期
に分かれているようにみえる。第 1 期は旗国法のみを準拠法とする時期
（裁判例①～③），第 2 期は被担保債権の準拠法と旗国法の累積適用を行う
時期（裁判例④～⑦），第 3 期は法廷地法を準拠法とする時期（裁判例⑧，
⑨），第 4 期は原則としてサービス提供時の船舶の現実所在地法を準拠法
としつつも例外として被担保債権の準拠法のみを準拠法としたり，被担保
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債権の準拠法と法廷地法の累積適用を行ったりと第 5 期への移行期と思わ
れるような時期（裁判例⑩，⑪），そして，第 5 期は通則法13条 2 項の問
題と法性決定して被担保債権の準拠法と被担保債権発生時の船舶所在地法
を累積適用する時期（裁判例⑫～⑭）である。
このようなわが国の傾向に対して，フランスの裁判例は，旗国法の時期，
船舶の差押地法の時期を経て，船舶の差押地法と被担保債権の準拠法の累
積適用という時期に移っている。しかし，ここで注目したいのは，傾向に
変化が生じた時期よりも，わが国もフランスも，旗国法から始まり，被担
保債権の準拠法を考慮するに至っている点と，目的物の所在地法としての
差押地法と法廷地法とでは理論的には異なるものの結果的には法廷地の法
を適用するという点では一致しており，わが国もフランスも，差押地法あ
るいは法廷地法という形で法廷地の法の採用にも至っている点である。
まず，前者の点について，前述のようにフランス法では民法2324条に先
取特権は債権の性質だとする規定があるため，このことを被担保債権の準
拠法を考慮する理由とすることに違和感はない。わが国においてはそのよ
うな規定はないものの，先取特権制度がフランス法にならったものである
ことからすれば，先取特権の性質に日本法とフランス法とで違いはないと
思われ，わが国でもそのことを理由として挙げることは妥当性を欠くもの
ではない。また，前述のようにフランス法では，被担保債権は契約から生
じる以上，契約を支配する法が考慮されなければならないとする。これは，
わが国の裁判例には登場しない理由であるが，被担保債権が契約などから
生じることはわが国でもフランスでも変わりはなく，決してフランス法に
特有の理由というわけではないため，わが国においても参考にできる理由
であろう。被担保債権は契約から生じるにもかかわらず，契約を支配する
法を考慮することなく被担保債権の性質ないしは効力たる先取特権だけが
1人歩きすることは妥当でない。
次に，後者の，法廷地法の採用にも至っている点についてである。わが
フランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法
33
国の裁判例が法廷地法を採用する理由は，裁判例⑨の東京地裁平成 4 年決
定については誤りがあると指摘されており十分なものではなく（103），裁判
例⑪の福岡地裁決定における実行手続との関係を指摘する理由は現実的で
はあるものの，手続の点を強調して安易に法廷地法としてしまうと国際私
法の存在意義が薄れてしまう。したがって，目的物の所在地法という物権
準拠法の考え方を維持しつつ，差押時の目的物の所在地法すなわち差押地
法という形で法廷地法を適用するフランス法の解決方法は合理的といえる
であろう。このフランス法の手法をわが国に導入するとなれば，わが国に
は通則法13条が存在するため，通則法13条 2 項の原因事実完成時の所在地
の解釈か条理により導入することになる。しかし，いずれにしても船舶先
取特権を含め先取特権の被担保債権は多種多様であるため，事案との第一
の密接性は被担保債権の準拠法の考慮により確保を図り，目的物所在地法
主義の根拠である目的物が所在する場所の公益（104），すなわち物権法定主
義などについては，過去に目的物が存在した場所ではなく，まさに現時点，
つまり船舶が差し押さえられている地の第三者への影響が考慮されるべき
であろう（105）。このように，連結点を差押時の目的物の所在地とすること
で，走行性動産であるという船舶の特質も克服でき，フランス法のように，
法定担保物権一般に適用できる抵触規則にもなる。また，被担保債権の準
拠法と差押時の目的物の所在地法を累積適用することで，当事者の自由に
委ねることへの歯止めともなるであろう。
Ⅴ　おわりに
以上のように，被担保債権の種類に違いはあれども，フランスとわが国
の船舶先取特権は性質，効力ともに同様の制度であり，両国ともに船舶先
取特権の準拠法について明示する規定がなく，フランスにおいては破毀院
判決により，日本においては近時の裁判例により，物権の準拠法たる目的
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物所在地法と被担保債権の準拠法の累積適用が行われている。
しかし，近年のわが国の裁判例の場合，条理ではなく通則法13条 2 項に
よっているため，どうしても原因事実完成時という条文の文言にとらわれ
てしまい，解釈の幅にも限定が生まれる。前述のように，水戸地裁判決
（裁判例⑫），福岡地裁小倉支部決定（裁判例⑬），神戸地裁決定（裁判例
⑭）は原因事実完成時を被担保債権発生時たるサービス提供時との解釈を
行っているが，たとえばわが国の実質法の観点からすれば，諾成契約につ
き船舶燃料油の売買契約が成立した時点で売主には代金債権が発生してい
るのであり，売主の船舶燃料油の引渡しが終わるまで代金債権が発生しな
いわけではない。また，これら 3 つの裁判例は，被担保債権の発生時と船
舶先取特権の発生時を区別しているようにはみえないが，同様に，実質法
上，先取特権はいつ発生し，いつ権利行使が可能となるのかというと，担
保物権には附従性があることから被担保債権の発生とともに先取特権は発
生すると考えられるが（106），債権担保のための権利であることからすれば，
権利行使には少なくとも被担保債権が弁済期を過ぎても支払われていない
ことが必要であろう。そうしたときに，実質法と抵触法は異なるとはいえ，
原因事実完成時＝被担保債権発生時＝サービス提供時という図式がどのよ
うな理屈で成り立つのか，原因事実完成時＝先取特権の権利行使可能時と
いう意味合いならば，原因事実完成時＝被担保債権の弁済期徒過時ではな
いのかといった疑問が生じる。さらに，船員の雇傭債権の場合，サービス
提供時とは乗船勤務中のことであり，その間に船舶はいろいろな場所へと
移動している。そうすると，サービス提供時の船舶の所在地とはどこなの
であろうか。通則法13条 2 項（法例10条 2 項）の原因事実完成時について
は，それがいつなのか，それをどのように判断するのかは従来より議論が
あるところであり（107），近年の裁判例は，通則法によるのか条理によるの
か，連結点をどのように考えるのか，被担保債権の準拠法を累積適用する
のかという従来の論点にくわえ，原因事実完成時をどのように解釈するの
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か，原因事実完成時を被担保債権発生時と解するならば被担保債権発生時
をどのように解釈するのかといった論点まで抱えてしまったといえる。い
ずれにしても，フランスの判例法理が先取特権全般を射程としているのに
対し，近年のわが国の裁判例は，船舶燃料油の供給契約といった特定の一
時点で特定の給付がなされるような場合しか射程としない，射程の狭い解
釈のように思われる。
通則法への改正時には，債権法分野では消費者契約の特則や労働契約の
特則などが設けられ，国際私法の規定は増加した。それにもかかわらず，
物権の準拠法の規定は通則法13条しかなく，動産，不動産にかかわらず，
所有権や用益物権，担保物権にかかわらず，一括りにされた規定での解決
が迫られ，実際に近年の裁判例は同条の中で解決しようとしている。たし
かに，船舶先取特権というカテゴリーだけで新たに抵触規則をつくること
は，無限に個別の抵触規則をつくることにつながりかねないが（108），せめ
て法定担保物権という括りでの新たな抵触規則を通則法13条から離れて構
築してもよいのではないか。そういう観点からも，先取特権一般に使える
フランスの1997年破毀院判決は参考になるものである。
注
（ 1 ）それは，動産がまさに動き，容易に所在地を変えうるからである。たとえば，近
時において指摘するものとして，櫻田嘉章＝佐野寛＝神前禎（編著）『演習国際私法 
CASE30』（有斐閣，2016年）54-55頁〈樋爪誠執筆〉，木棚照一（編著）『国際私法』
（成文堂，2016年）328-332頁〈木棚照一執筆〉，松岡博（著）＝高杉直（補訂）『国際関
係私法講義〔改題補訂版〕』（法律文化社，2015年）150-151頁，笠原俊宏『国際私法原
論』（文眞堂，2015年）137頁など，古いものとしては，山口弘一『日本國際私法論』
（三書樓，1910年）322頁，江川英文「運送中の動産に關する物權移轉の準據法」国際
法外交雑誌31巻10号（1932年） 2 頁などがある。
（ 2 ）他に，輸送中の物や南極が所在地となる場合なども妥当しえない。
（ 3 ）『民法商法修正案理由書 博文館蔵版』（博文館，1898年）所収の「法例修正案理由
書」 4 頁によれば，法例の立法担当者は，船舶に関しては特別法に委ねる意図であっ
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たようである。なお，当時は，まだ有人飛行機は発明されていない。
（ 4 ）船舶および航空機に関する特則が設けられなかった理由については，法務省民事局
参事官室「国際私法の現代化に関する要綱中間試案補足説明（平成17年 3 月29日）」別
冊NBL編集部（編）『法の適用に関する通則法関係資料と解説』（別冊NBL110号）（商
事法務，2006年）236-239頁。移動中の動産や鉄道車両・自動車といった走行性動産に
関する特則が設けられなかった理由については，同書171-174頁。また，目的物の所在
地よりも明らかにより密接な関係地がある場合にはその地の法によるとする例外条項
を設けなかった理由については，同書176-178頁。
（ 5 ）たとえば，輸送中の物については当該物の仕向地法によると解されており（江川・
前掲注（ 1 ）11頁），自動車については，最高裁平成14年10月29日判決（民集56巻 8 号
1964頁）により，法例10条 2 項（現在の通則法13条 2 項）の適用を前提に，自動車が
運行の用に供され広範囲に移動可能な状態の場合には当該自動車の利用の本拠地法に
よると解釈されている。なお，この最高裁判決の射程については議論があり，自動車
に限られるとするのが尾島明「判批」ジュリ1243号（2003年）133頁，同「判解」法
曹時報57巻 4 号（2005年）1318頁，他方，船舶や航空機等にも及ぶとするのが横溝大
「判批」法協120巻 7 号（2003年）1473頁。
　　また，南極など所在地法が存在しない場所については，条理によると解する見解
（木棚照一＝松岡博（編）『別冊法学セミナー no.130 基本法コンメンタール 国際私
法』（1994年）58頁〈高桑昭執筆〉）や，所在地の法が存在しない以上物権は存在しな
いと解する見解（澤木敬郎＝道垣内正人『国際私法入門〔第 7 版〕』（有斐閣，2012
年）253頁）がある。
（ 6 ）本文において後述するが，担保物権を他の物権とは別異に扱うか否かは，被担保
債権の準拠法を考慮するか否かという形で具体的な議論として登場する。約定担保物
権については，当事者の約定により設定されるため，被担保債権の準拠法によってこ
れが認められるか否かは関係ないとする見解が現在では一般的であり（木棚・前掲注
（ 1 ）332頁〈木棚照一執筆〉，松岡＝高杉・前掲注（ 1 ）157-158頁），近時はほとんど
議論が行われていない。なお，かつては，船舶抵当権について「先ずはその主たる債
権準拠法の支配を受けなければならない」とする見解（山戸嘉一「海商」国際法学会
編『国際私法講座 第三巻』（有斐閣，1964年）751頁）も存在した。
（ 7 ）学説の分類については，拙稿「判批」早稲田法学90巻 4 号（2015年）135頁を参照。
（ 8 ）裁判例の動向については，本文で後述するほか，拙稿・前掲注（ 7 ）142-144頁を
参照。
（ 9 ）本文において後述する，水戸地裁平成26年 3 月20日判決，福岡地裁小倉支部平成
27年12月 4 日決定，および神戸地裁平成28年 1 月21日決定。
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（10）たとえば，神前禎＝早川吉尚＝元永和彦『国際私法 第 3 版』（有斐閣，2012年）
204-205頁，澤木＝道垣内・前掲注（ 5 ）253-254頁，増田史子「判批」ジュリ1486号
（2015年）110頁，嶋拓哉「判批」ジュリ1506号（2017年）124-125頁。
（11）たとえば，森田博志「アメリカ牴触法におけるマリタイム・リーエンの準拠法の
現状とわが国の国際私法における船舶先取特権の準拠法についての解釈論」海事法研
究会誌123号（1994年） 1 頁以下は米国法との比較を行い，原茂太一「船舶先取特権
の準拠法としての旗国法について」青山法学論集20巻 4 号（1979年）15頁以下は，フ
ランスの学説やドイツの学説などとの比較を行っている。ほかに，西谷祐子「物権準
拠法をめぐる課題と展望」民商136巻 2 号（2007年）240頁はオーストリアおよびド
イツの立法例を紹介し，楢㟢みどり「判批」国際私法判例百選［第 2 版］（2012年）
60-61頁はドイツの学説に言及している。
（12）ドイツでは，民法施行法45条 2 項が“Die Entstehung gesetzlicher Sicherungsrechte 
an diesen Fahrzeugen unterliegt dem Recht, das auf die zu sichernde Forderung 
anzuwenden ist. Für die Rangfolge mehrerer Sicherungsrechte gilt Artikel 43 Abs. 1.”
と定めており，輸送手段に対する法定担保物権の存否につき被担保債権の準拠法がそ
の準拠法となる。複数の担保物権が存在する場合の優先劣後については，上記45条 2
項の後段により，“Rechte an einer Sache unterliegen dem Recht des Staates, in dem 
sich die Sache befindet.”と定める民法施行法43条 1 項に基づき，目的物所在地法が準
拠法となる。
（13）川上太郎『日本国における国際私法の生成発展』（有斐閣，1967年）99頁。また，
明治23年制定の旧法例，明治31年制定の法例，および通則法の成立過程については，
川上・前掲書のほか，櫻田嘉章＝道垣内正人（編）『注釈国際私法 第 1 巻』（有斐閣，
2011年）11-25頁〈櫻田嘉章執筆〉参照。
（14）本文のⅡ（2）にて後述。
（15）（2008） OJ L 177/6.
（16）（2007） OJ L 199/40.
（17）たとえば，民法典3条や47条ほか。海事関係ではかつて，「傭船契約および海上運
送契約に関する1966年6月18日の法律（Loi n° 66-420 du 18 juin 1966 sur les contrats 
d’affretement et de transport maritimes）」第 3 条に“En matière internationale, le 
contrat d’affrètement est régi par la loi du pavillon du navire, sauf convention contraire 
des parties.”という，国際的事項に関し，当事者に別段の合意がない限り傭船契約は
旗国法に服する旨の規定があった。なお，当該規定は，現在は廃止されている。
（18）Y. Loussouarn, P. Bourel, et P. de Vareilles-Sommières, Droit international privé, 
10eéd., Dalloz, 2013, pp.22-26.
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（19）法律関係の性質決定に関わる議論については，溜池良夫『国際私法講義［第 3
版］』（有斐閣，2005年）125-143頁，櫻田嘉章＝道垣内正人（編）『注釈国際私法 第 2
巻』（有斐閣，2011年）221-250頁〈櫻田嘉章執筆〉を参照。
（20）Y. Loussouarn, P. Bourel, et P. de Vareilles-Sommières, op. cit. （note 18）, pp.257-259.
（21）池原季雄『国際私法（総論）』（有斐閣，1973年）115頁，国友明彦『国際私法上の
当事者利益による性質決定』（有斐閣，2002年）30-31頁，横山潤『国際私法』（三省堂，
2012年）40頁。
（22）澤木＝道垣内・前掲注（ 5 ）21頁，笠原・前掲注（ 1 ）73頁。
（23）溜池・前掲注（19）143頁，松岡＝高杉・前掲注（ 1 ）48頁。
（24）櫻田＝道垣内・前掲注（19）241頁〈櫻田嘉章執筆〉。
（25）京都地裁昭和31年 7 月 7 日判決・下民集 7 巻 7 号1784頁は，法律関係の性質決定
の方法につき，「法廷地法たる我国の法律によるべき」とする。
（26）木棚・前掲注（ 1 ）57頁〈樋爪誠執筆〉。
（27）中村眞澄＝箱井崇史『海商法［第 2 版］』（成文堂，2013年）10-11頁。
（28）ドイツでは，船舶債権者に法定質権を認めるという形式を採用。これが船舶先取特
権に相当する。なお，質権という名が付くものの，船舶債権者に認められる法定質権
は占有を要しないため，日本の船舶先取特権の制度に類するものである。このドイツ
の法制については，小島孝「ドイツ法及びフランス法における船舶先取特權制度につ
いて―兩國法の特色と統一条約との關係―」法学論叢63巻 5 号（1957年）49-58頁を参照。
　　また，わが国商法の立法作業時期においては1861年のドイツ普通商法典（ADHGB）
ということになるが，制定時期も近いことから，わが国は1897年のドイツ商法典
（HGB）の立法過程も参考にしていたものと想像される。まず，1861年のドイツ普通商
法典757条は，法定質権が認められる債権として，概略次のような債権を挙げている。
　　 1 号：船舶が強制執行によって売却される場合の費用や差押以降の保存費等
　　 2 号： 船舶が強制執行によって売却される場合の，その船舶が最後の港に入港して
以後の保存費等で， 1 号に含まれないもの
　　 3 号：港税などの税金等
　　 4 号：船員の雇傭債権
　　 5 号：水先料，救助費等
　　 6 号：共同海損分担金
　　 7 号： 冒険貸借債権者の債権および船長が船籍港外における停泊中必要な場合に締
結したその他の信用行為に基づく債権
　　 8 号：積荷および旅客手荷物の引渡不履行または毀損による債権
　　 9 号： 船長がその資格においてなした法律行為に基づく債権であって，前各号に含
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まれないもの，および船舶所有者が締結した契約の不履行または不完全履行
に基づく債権であって，前各号に含まれないもの（ただし，その契約の履行
が船長の職務に属するものに限る）
　　10号：船員の過失に基づく債権
　　そして，1897年のドイツ商法典754条は，法定質権が認められる債権として概略以
下を挙げている。
　　 1 号： 船舶が強制執行によって売却される場合の，その船舶が最後の港に入港して
以後の保存費等
　　 2 号：港税などの税金等
　　 3 号：船員の雇傭債権
　　 4 号：水先料，救助費等
　　 5 号：共同海損分担金
　　 6 号： 冒険貸借債権者の債権および船長が船籍港外における停泊中必要な場合に締
結したその他の信用行為に基づく債権
　　 7 号：積荷および旅客手荷物の引渡不履行または毀損による債権
　　 8 号： 船長がその資格においてなした法律行為に基づく債権であって，前各号に含
まれないもの，および船舶所有者が締結した契約の不履行または不完全履行
に基づく債権であって，前各号に含まれないもの（ただし，その契約の履行
が船長の職務に属するものに限る）
　　 9 号：船員の過失に基づく債権
　　10号：傷害保険等に関する債権
　　このように，1897年のドイツ商法典754条は大方1861年のドイツ普通商法典757条を
踏襲している。しかし，2013年にドイツの海商法は改正され，ドイツ商法典の現行
596条 1 項は概略以下のような債権に法定質権を認め，改正前より大幅に変容してい
る。
　　 1 号：船員等の給料債権
　　 2 号：港税などの税金および水先料
　　 3 号： 船舶の利用から生じた人の死亡または傷害および物の滅失または損傷につい
ての損害賠償債権
　　 4 号：救助料，共同海損分担金，残骸撤去についての債権等
　　 5 号：社会保険者の船舶所有者に対する債権
（29）前掲注（ 3 ）の『民法商法修正案理由書 博文館蔵版』所収の「商法修正案理由書」
第五編海商207頁によれば，「殊ニ先取特權ナリト明言スルトキハ民法ノ該權ニ関スル
規定ハ當然適用サレ頗ル立法上ノ便益アリ仍テ先取特權ヲ有スト明言セリ」と理由が
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説明されている。
（30）Georges Ripert, Droit maritime, tomeⅡ, 2eéd., Rousseau, 1922, n° 1158. また，この
Ripert教授の分類を紹介する邦語文献としては，田中誠二『新訂 海商法提要』（有斐閣，
1948年）568頁。なお，Georges Ripert, Droit maritime, tomeⅡ, 4eéd., Rousseau, 1952, 
n° 1105では，“imitation”という単語ではなく“inspiré”という単語を用いて，フラ
ンス商法典の影響を受けたとしている。とはいえ，フランス法においては，船舶先取
特権は「船舶およびその他の海上建造物（Des navires et autres bâtiments de mer）」
という章に位置し，「船舶債権者」という章名は存在せず，また，救助料債権のように，
ドイツ法では認め，フランス法では認めていない債権にもわが国では船舶先取特権を
認めている（商法842条 5 号）。
（31）理由書・前掲注（29）207頁。
　　なお，『ロェスエル氏起稿 商法草案 下巻』（新青出版，復刻版，1995年）589-603頁
によれば，ロェスエル草案は，ドイツ法やフランス法以外にも，ベルギー法やイタリ
ア法，オランダ法なども参照している。
（32）下村信江「フランス先取特権制度論（上）」帝塚山法学 3 号（1999年）42頁。
（33）属具とは，船舶の構成部分ではなく別個・独立の物でありながら，船舶の常用に
供するために船舶に付属せしめられた物のことであり，具体的には，気圧計や信号灯，
時計，双眼鏡，国旗などがあたるとされる（村田治美『体系海商法（二訂版）』（成山
堂書店，2007年）51頁）。
（34）小町谷操三『海商法要義 上巻』（岩波書店，1932年）265頁。
（35）小町谷操三『統一船荷證券法論及び國際海上物品運送法註釋』（勁草書房，1958
年）377頁。
（36）法務大臣官房司法法制調査部（監修）『日本近代立法資料叢書19 法典調査会商法
委員會議事要録』（商事法務研究会，1985年）所収の「第百十九回商法委員會議事要
録」730頁〈梅謙次郎説明〉，理由書・前掲注（29）205頁によれば，立法担当者はその
ような意思である。実際，商法 1 条 2 項により，商法に規定がない場合は民法の規定
に従うことになるため，商法上の船舶先取特権においては民法の規定が補充的に適用
されることになる。同様に，国際海上物品運送法は20条 1 項で商法を準用しているた
め，国際海上物品運送法においても民法の規定が補充的に適用される。他方で，船主
責任制限法95条 3 項および船舶油賠法40条 3 項はともに，商法上の船舶先取特権に関
する規定である843条，844条 2 項本文および 3 項，845条，846条，847条 1 項ならび
に849条を準用するものの，商法 1 条 2 項を準用する規定はない。しかし，船主責任
制限法と船舶油賠法が商法上の船舶先取特権の規定を準用する以上，これらの法律に
規定されている船舶先取特権と商法上の船舶先取特権とは同性質のものであり，特別
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法上に規定がない事項については一般法である民法が適用されるものと解される。
（37）ほかにも，民法上の先取特権は発生時を優先劣後の基準としていないのに対し，
船舶先取特権は場合によっては後発の先取特権が先発の先取特権に優先することに
なっていること（商法844条 1 項但書， 2 項但書および 3 項），追及効を有する要件
として民法上の不動産を目的物とする先取特権は登記を要するのに対し（民法337条，
338条 1 項および340条），船舶先取特権の追及効にはそのような要件がないことが違
いとして挙げられる。
（38）重田晴生ほか『海商法』（青林書院，1994年）98頁〈志津田一彦執筆〉。
（39）中村＝箱井・前掲注（27）391頁。
（40）改正法案は，法務省ホームページの以下のURLにおいて公開されている。http://
www.moj.go.jp/content/001206883.pdf（最終確認日：2017年 6 月12日）
（41）各規定の改正理由については，商事法務（編）『別冊NBL No.152 商法（運送・海
商関係）等の改正に関する中間試案』（商事法務，2015年）所収の法務省民事局参事
官室「商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試案の補足説明」66-71頁およ
び73-74頁が参考になる。
（42）運送法典L.5114-18条。
（43）運送法典L.5114-17条。
（44）Philippe Delebecque, 《Privilèges maritimes》, J.-Cl. Transport, Fasc.1090, p.3. な
お，2324条の全文は，“Le privilège est un droit que la qualité de la créance donne à un 
créancier d’être préféré aux autres créanciers, même hypothécaires.” というものである。
（45）運送法典L.5423-3条（1997年の破毀院判決の当時は「傭船契約および海上運送契
約に関する1966年 6 月18日の法律」第 2 条），「傭船契約および海上運送契約に関す
る1966年12月31日のデクレ（Décret n° 66-1078 du 31 décembre 1966 sur les contrats 
d’affrètement et de transport maritimes）」第 3 条。
（46）商法753条 2 項。
（47）商法757条。
（48）戸田修三『海商法〔新訂第五版〕』（文眞堂，1990年）184-185頁。田中誠二『海商
法詳論 増補第三版』（勁草書房，1985年）340-341頁のいう海上先取特権も商法757条
の定める積荷競売権を指しているものと思われる。
（49）神戸大学外国法研究会（編）『仏蘭西商法〔Ⅱ〕海商 破産及破産犯罪 商事裁判権』
（有斐閣，復刊版，1957年）153頁〈烏賀陽然良執筆〉。なお，この153頁は運送賃債権
に関するフランス商法典旧306条についての説明であるが，積荷の船舶内留置が認め
られていない理由は，傭船料債権に関する船主の先取特権の場合であっても同様と考
えられる。
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（50）民法311条3号，同法318条。
（51）田中・前掲注（48）340頁，大隅健一郎＝戸田修三＝河本一郎（編）『判例コンメン
タール13下 商法Ⅲ下（保険・海商 有限会社法）増補版』（三省堂，1985年）855頁〈中
村眞澄執筆〉。
（52）M. Bourassin, V. Brémond, M. Jobard-Bachllier, Droit des sûretés, 5eéd., Dalloz, 
2016, pp.404-407.
（53）留置権の準拠法については，わが国には本文で後述する大審院の判例がある。
（54）Cass. com., 20 mai 1997, Navire Nobility : DMF 1997, p.891, rapp. J.-P.Rémery et 
obs. M. Rémond-Gouillud.
（55）英国船Fire Queen号に関するCA Bordeaux, 1er avr. 1889 : S. 1891, 2, p.103. –CA 
Rouen, 10 mai 1905, Navire Malange : RID mar., t. XXI, p.293など。
（56）CA Rennes, 6 févr. 1962, Tanker Wang-Importer : DMF 1962, p.475.
（57）CA Aix-en-Provence, 6 janv. 1982, Navire Oberhaussen : DMF 1984, p.341.
（58）CA Aix-en-Provence, 3 déc. 1983, Navire Namrata : DMF 1984, p.743.
（59）CA Rennes, 24 oct. 1989, Navire Adriana : DMF 1990, p.313.
（60）カメルーン最大の都市。
（61）スロットチャーターとは，船社が別の船社の運航する船舶の貨物を積む場所（slot）
を買い取り，自社の貨物を積むことである。
（62）フランス北西部の都市。
（63）原審は，CA Douai, 20 avil 1995, Navire Nobility : DMF 1997, p.152.
（64）当該条文は，船主は，傭船料債権につき，積荷の上に先取特権を有すると定める。
（65）当該条文は，積荷の陸揚げに際し，傭船料の支払いを受けなかったとしても，船
主は，その船舶内にその積荷を留置することができない。ただし，傭船者が保証を提
供しないかぎり，船主はその積荷を第三者に供託し，かつ，それを競売に付すること
ができると定める。
（66）破毀移送後の判決は，CA Rouen, 14 mars 2000, Navire Nobility : DMF 2000, p.1006.
（67）現在は，ローマ条約からEU共通法であるローマ規則Ⅰに代わっている。
（68）J.-P. Rémery, rapp., op. cit. （note 54）, pp.894-901.
（69）M. Rémond-Gouillud, obs., op. cit. （note 54）, pp.903-905.
（70）Pierre Bonassies, Le droit positif  français en 1977, n° 130, DMF 1998, Hors série 
n° 2, p.85.
（71）Philippe Delebecque, Droit maritime, 13eéd., Dalloz, 2014, p.151.
（72）TGI La Rochelle, 14 sept. 2010, Navire OMG Gatchina : DMF 2011, p.45, obs. P. 
Delebecque.
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（73）P. Delebecque, obs., ibid., p.49.
（74）Cass. com., 12 mars 2013 : DIP 2013, p.649.
（75）フランス民法典第 3 条第 2 項は以下のような条文である。“Les immeubles, même 
ceux possédés par des étrangers, sont régis par la loi française.”
（76）Cass. Req., 19 mars 1872 : S. 1872, 1, p.238. –Cass. Req., 24 mai 1933 : RCDIP 1934, 
p.142.
（77）下民集10巻 9 号1849頁。
（78）下民集18巻 5 ・ 6 号711頁。
（79）下民集21巻 3 ・ 4 号607頁。
（80）下民集22巻 1 ・ 2 号52頁。
（81）下民集27巻 1 － 4 号23頁。
（82）判タ561号150頁。
（83）判時1233号83頁。
（84）判タ764号286頁。
（85）判タ811号229頁。
（86）ウエストロー・ジャパン文献番号2008WLJPCA07186004。
（87）ウエストロー・ジャパン文献番号2009WLJPCA09086006。
（88）判時2236号135頁。
（89）海事法研究会誌232号70頁。
（90）海事法研究会誌232号75頁。
（91）同時期の裁判例として，松井孝之＝黒澤謙一郎「法の適用に関する通則法施行
後の船舶先取特権の準拠法をめぐる最近の議論および裁判例について」NBL899号
（2009年）34-37頁では以下の公刊されていない裁判例も紹介されている。船舶先取特
権の成立の準拠法について，法廷地法と被担保債権の準拠法を累積適用する横浜地裁
平成19年 6 月 4 日決定，被担保債権の準拠法と旗国法を累積適用する大阪地裁平成20
年 3 月31日決定，裁判例⑩福岡地裁小倉支部決定の上級審であり，通則法13条 2 項に
より原因事実完成時の船舶の所在地法と被担保債権の準拠法を累積適用した福岡高裁
平成20年 9 月 9 日決定。
（92）裁判例⑭の神戸地裁決定については，嶋・前掲注（10）123頁以下に判例評釈がある。
（93）裁判例⑫水戸地裁判決の評釈は，佐野寛「判批」リマークス 51号（2015年）152
頁以下，増田・前掲注（10）107頁以下，拙稿・前掲注（ 7 ）131頁以下。
（94）新聞4033号16頁。
（95）本決定と同様，船舶先取特権の成立の準拠法についてサービス提供時の船舶の所
在地法を原則とし，目的物所在地法主義によると妥当性を欠く場合には例外として
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被担保債権の準拠法によるとするのが，石黒一憲『金融取引と国際訴訟』（有斐閣，
1983年）343-345頁。船舶所有者が被担保債権の債務者か否かで場合分けをし，被担
保債権の債務者である場合には被担保債権の準拠法を船舶先取特権成立の準拠法とす
るのが，森田・前掲注（11）13頁。そして，原則例外を分けることなく被担保債権の
準拠法のみを船舶先取特権成立の準拠法とするものとして，平塚眞「研究報告」ジュ
リ年鑑1970年版（1970年）214頁，山崎良子「判批」ジュリ560号（1974年）137-138頁。
（96）通則法13条 2 項に基づき船舶先取特権の成立の準拠法をサービス提供時の船舶の
所在地法とし，同条 1 項に基づき船舶先取特権の効力の準拠法を現在の船舶の所在地
法，すなわち差押時の船舶の所在地法とする学説として，石黒一憲『国際私法 第 2
版』（新世社，2007年）390頁。
（97）手続問題は公法である手続法の適用対象であり，私法上，実体問題に対しては法
廷地法は準拠法たりえないとするのは，道垣内正人「海事国際私法」落合誠一＝江頭
憲治郎（編）『海法大系』（商事法務，2003年）677頁。
（98）船舶先取特権の成立について，被担保債権の準拠法と差押時の船舶の所在地法と
しての法廷地法を累積適用すべきというものとして，谷川久「判批」渉外判例百選
［第 2 版］（1986年）65頁，阿部士郎＝峰隆男「船舶先取特権をめぐる問題点」米倉明
ほか（編）『金融担保法講座Ⅳ巻 質権・留置権・先取特権・保証』（筑摩書房，1986
年）241-245頁，杉原麗「船舶執行・競売申立て前の船舶国籍証書等の引渡命令の要
件」近藤崇晴＝大橋寛明（編）『民事執行の基礎と応用〔補訂版〕』（青林書院，1998
年）257-258頁，忠鉢孝史「船舶先取特権」山㟢恒＝山田俊雄（編）『新・裁判実務大
系 第12巻 民事執行法』（青林書院，2001年）371頁。
（99）船舶先取特権の成立について，被担保債権の準拠法と被担保債権発生時の船舶の
所在地法を累積適用すべきという見解として，楢㟢・前掲注（11）61頁。同じ点につ
いて，被担保債権の準拠法と船舶先取特権成立時の船舶の所在地法を累積適用すべき
という見解として，西谷・前掲注（11）241頁。
（100）我妻榮『債權各論　中巻二（民法講義V3）』（岩波書店，1962年）580頁。
（101）この議論については，白石大「債権の発生時期に関する一考察（ 1 ）－（ 6 ・完）」
早稲田法学88巻 1 号（2013年）91頁以下，88巻 2 号（2013年）173頁以下，88巻 3 号
（2013年）121頁以下，88巻 4 号（2013年）81頁以下，89巻 1 号（2013年）37頁以下，
89巻 2 号（2014年） 1 頁以下参照。
（102）公刊されていない裁判例の中には，小川英明「外国船舶の任意競売の一事例―サ
ブラ・コア号，バナナ・コア号事件について―」判タ345号（1977年）73頁で日本法
を準拠法としたことが紹介されている。東京地裁が昭和51年に扱った事件のように，
公刊されている裁判例の傾向とは異なる判断を示した裁判例も存在するようである。
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（103）森田・前掲注（11）127-128頁。
（104）櫻田＝道垣内・前掲注（13）365頁〈竹下啓介執筆〉。
（105）谷川・前掲注（98）65頁は，差押時の船舶所在地法を適用することにより，法定
担保物権の承認の問題が法廷地の公序の問題と深く関わり合うことと調和する結果を
導くことになるとする。
（106）阿部＝峰・前掲注（98）233頁は，除斥期間の存在を理由に，船舶先取特権の発生
時を被担保債権の弁済期とする。
（107）たとえば，古いものとして，久保岩太郎『國際私法論』（三省堂，1930年）539頁
は，完成時期が決定できない以上は完成当時の所在地法を適用しえないから，法廷地
であるわが国の国際私法により判断すべきとする。近時のものでは，木棚・前掲注
（ 1 ）324-325頁〈木棚照一執筆〉は，物権変動の原因となりうる事実，たとえば，売
買契約の成立，代金の支払い，目的物の引渡しを先に生じた順番からその事実発生当
時の所在地法を適用してみて完成しているかどうかを決定し，そのうち最も先に完成
している時点を原因事実の完成当時と特定する方法が現実的とする。また，櫻田＝道
垣内・前掲注（13）377-378頁〈竹下啓介執筆〉は，実際の裁判においては，一方当事
者が原因事実であると主張する事実が発生した時点における所在地法によって，実体
法上，その主張された事実によって物権変動が生じたか否かを判断することになると
する。
（108）そのため，通則法は私法上の問題をくまなく切り分けて規定しているとの前提で
解釈適用するという姿勢をとるべきであって，法の欠缺を認めて自由な議論を行うこ
とはできれば差し控えるべきとするのが，道垣内・前掲注（97）673頁。
